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前文 

国民の権利意識が高まり，また，社会情勢が複雑化している現代社会におい

て，「法の支配」を広く社会に及ぼすためには，法曹有資格者が，公的機関，

企業，国際的な分野等において，その専門性を生かして多様な役割を果たすこ

とが重要である。この点，平成 24 年８月に内閣に設置された法曹養成制度関

係閣僚会議の下に置かれた法曹養成制度検討会議は，平成 25 年６月 26 日に行

った意見の取りまとめの中で，法曹有資格者の活動領域は広がりつつあり，法

曹有資格者の必要性や活躍の可能性は概ね認められつつある，とする一方，未

だその広がりが限定的といわざるを得ない状況にあるとしている。そして，同

年７月 16 日に法曹養成制度関係閣僚会議が決定した「法曹養成制度改革の推

進について」においては，前記取りまとめの内容を是認した上で，「法曹有資

格者の活動領域については，閣僚会議の下で，各分野の有識者等で構成される

有識者会議を設け，更なる活動領域の拡大を図る。」とされたところである。 

当有識者懇談会は，同決定を踏まえ，法曹有資格者の活動領域について更な

る拡大を図る方策等を検討することを目的として平成 25 年９月に設置され，

当有識者懇談会の下に設置された「国・地方自治体・福祉等」，「企業」及び

「海外展開」の３つの分科会においてこれまで実践されてきた試行的な取組等

の状況を踏まえた検討を進めてきた。 

本報告は，このような，当有識者懇談会及び各分科会における取組とその成

果，それらに基づく検証・検討状況及びこの間の法曹有資格者の活動領域の拡

大の状況を踏まえ，引き続き法曹有資格者の活動領域を拡大していくための今

後の具体的な取組の在り方に関する指針をまとめたものである。 
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国・自治体・福祉等の分野 

１ これまでの取組及び成果について 

(1) 国・自治体・福祉等の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に関

する主な取組及びその成果は以下のとおりである。 

ア 日本弁護士連合会は，地方行政分野における弁護士を始めとする法曹

有資格者の専門性に対するニーズを把握するために，全国の自治体を対

象に調査を実施した。その結果，多くの自治体が弁護士会からの支援を

受けることに関心を示していること，また，弁護士を始めとする法曹有

資格者を職員として任用し，訴訟対応や法律相談だけでなく，条例等の

制定に関与する例規業務などの政策法務，債権回収等の分野で活用する

ことに関心を示している自治体があることが明らかとなった。 

        このような実態把握の取組と並行して，日本弁護士連合会においては，

各地の弁護士会に働きかけて自治体との連携構築を進めてきた。これま

でに 10 の弁護士会が，自治体行政の支援のために弁護士が提供可能なサ

ービスをリスト化した行政連携メニューを作成し，自治体に提供してい

る。このような取組の結果，弁護士会が，自治体からの依頼で専門分野

に応じた弁護士を相談員として紹介したという具体的な実績も挙がって

いる。 

イ 福祉分野に関する取組の例としては，大阪で，弁護士会の負担により

大阪府内の自治体にある地域包括支援センター等に弁護士を派遣し，そ

の職員から法的問題に関する相談を受ける取組を実施し，400 件を超え

る相談実績を挙げた。また，各地の弁護士会においても，ひまわりあん

しん事業による電話相談・出張相談等を行い，弁護士会によっては，数

千件の活用実績を挙げた例もある。 

また，法務省は，認知機能等が十分でない高齢者・障がい者への法テ

ラスによる法的支援の拡充などを内容とする，総合法律支援法の一部を

改正する法律案を国会に提出した。 

ウ  法務省においては，法曹有資格者がそのキャリアの早い段階から，

国・自治体・福祉の分野を活躍の場として認識する機会を得ることが重

要であるとの観点から，最高裁判所とも連携し，国の機関，自治体及び

福祉機関を対象として，司法修習（選択型実務修習）の受入先の拡大に

向けた取組を行ってきた。その結果，これまでに複数の国の機関，自治

体及び福祉機関が司法修習生の受入れに前向きな姿勢を示している。ま

た，日本弁護士連合会は，各地の弁護士会や関係機関と協力して，今後

弁護士の専門性の活用が期待される分野に関する研修会や，弁護士の公

務員任用等に関する各種の研修やセミナー等を開催した。 

さらに，一部の法科大学院では，自治体における法曹有資格者へのニ

ーズに対応し得る能力を身に付けた人材を養成するための講座の開設

等の取組を進めている。 

(2) 以上のような取組の成果もあり，この分野における法曹有資格者の活動

領域は拡大傾向にある。例えば，地方自治体で常勤職員として勤務する，
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弁護士を始めとする法曹有資格者は，平成 25 年 10 月時点で 48 自治体に

おいて 62 名であったものが，平成 27 年３月現在では，64 自治体におい

て合計 87 名に増加している。 

 

２ 法曹有資格者の活動領域の更なる拡大に当たっての課題 

このような取組の現状や成果を踏まえ，今後この分野における法曹有資格者

の活動領域を一層拡大させるために，以下の課題について検討・対応が必要で

ある。 

(1) 自治体の分野では，従来から多くの自治体が顧問弁護士への委嘱を行っ 

ているほか，前記のような各地の弁護士会と自治体との連携構築も進んで

おり，法曹有資格者の専門性の活用は一定程度広がっているといえる。他

方，法曹有資格者を職員として活用することについては，多くの自治体が

関心を有しているが，任用に向けた具体的な検討にまでは至っていない。 

この原因としては，まず，多くの自治体においては，法曹有資格者の活

用を想定している局面としては法律相談や訴訟対応など，従来から外部の

弁護士が担っていた業務が中心となっているため，外部の弁護士の活用と

は別に法曹有資格者を職員として任用する必要性が薄いと考えているこ

とが挙げられる。また，政策法務等の新たな分野での法曹有資格者の活用

が始まってから間もないため，法曹有資格者が自治体の職員として果たし

得る役割，法曹有資格者の活用による行政サービスの向上などの効果及び

外部の弁護士との役割の違いなどを具体的に示す実例が限られており，法

曹有資格者を任用することについて市民の理解を得るに際しての根拠と

なり得る情報を，任用に関心を有する自治体が十分に蓄積できていないこ

とも挙げられる。 

他方，法曹有資格者の側においても，自己の活躍の場としての認識が薄

いことに加え，自治体で求められる能力を涵養する機会も十分でないとい

った問題がある。 

(2) 福祉の分野では，前記のような弁護士会の取組が，自治体や福祉機関か

ら一定の評価を得ている。しかし，この分野に関するこれまでの取組は，

弁護士会や有志の弁護士による自発的な取組にとどまっているものが多

く，自治体や福祉機関から，継続的な施策又は事業として行われるべきも

のと認識されるには至っていない。福祉の分野において法曹有資格者の活

用が進むためには，法曹有資格者の専門性が施策又は事業の中で活用され

る取組が積み重なることにより，福祉の分野における法曹有資格者の果た

すべき役割が拡大していくものと考えられる。 

(3) 国の機関においては，特定任期付公務員などの形での法曹有資格者の任

用は自治体と比べて一定程度進んでいるが，今後，法曹有資格者の活用が

更に進むためには，それが法の支配の実効化のために有用であるという認

識をより広く共有することや，国の機関で行政等の業務に従事できる専門

性を身に付けた適切な人材の養成・確保が重要となる。 
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３ 今後取り組むべき施策等 

前記のようなこれまでの取組及び成果並びに課題を踏まえると，これらの分

野で法曹有資格者の活用を一層拡大するためには，以下のような取組を更に進

めることが有用である。 

○ 日本弁護士連合会は，関係機関や自治体等の協力を得て，前記１の取組か

ら明らかとなった，自治体や福祉の分野において弁護士の専門性を活用する

ことの有用性や具体的な活用実績等を，セミナーやシンポジウム等を通じる

などして，実際に弁護士の活用を検討する自治体等との間で共有する取組を

実施する。また，各地の弁護士会においても同様の取組を進めるとともに，

各自治体や福祉機関等に対し，法曹有資格者の活用に向けて個別的に働きか

けることが期待される。 

これに併せて，各地の弁護士や弁護士会が，各分野で生じる問題を解決す

る実績の積み重ねに基づき，自治体や福祉機関の側においても，実際に法曹

有資格者を複数活用することで行政サービスの向上等を実現している自治

体の例などを参考に，それぞれの規模に応じ，政策の推進や業務の遂行のた

めに法曹有資格者を活用する方策を検討・実施することが期待される。 

 ○ 日本弁護士連合会は，関係機関の協力を得つつ，自治体における政策法

務や福祉の分野について，弁護士がこれらの分野で活動するに当たり必要

とされる能力を涵養し，あるいは経験を共有するための研修等の取組を実

施する。各地の弁護士会においても同様の取組を実施することが期待され

る。 

○ 最高裁判所においては，法務省の協力を得て，国の機関，自治体及び福

祉機関における司法修習（選択型実務修習）の充実に向けて必要な取組を

継続することが期待される。また，これと併せて，法科大学院においても，

自治体法務に関するプログラムの設置，自治体におけるエクスターンシッ

プ，修了生の就職に関する自治体との連携などに取り組むことが期待され

る。 

○ 法務省は，これまでの実績や以上のような取組を通じて得られた，法曹

有資格者の専門性の活用の在り方に関する有益な情報が自治体や福祉機

関等の間で共有され，もって法曹有資格者の活用に向けた動きが定着する

よう，日本弁護士連合会，関係省庁，自治体等の協力を得て，必要な連絡

協議等の環境を整備する。 
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企業の分野 

１ これまでの取組及び成果について 

(1) 企業の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に関する主な取組及

びその成果は以下のとおりである。 

ア  日本弁護士連合会においては，弁護士の求人・求職情報を掲載する「ひ

まわり求人求職ナビ」の利用企業に対するアンケート等を行い，企業によ

る弁護士の求人・採用の実態を調査した。その結果，企業に採用された弁

護士の所属部門は依然として法務部門が多くを占めているが，企業戦略の

構築に携わる部門に所属する例も認められた。 

また，「ひまわり求人求職ナビ」についてシステムの運用改善のため

の措置が講じられた結果，月ごとの平均申請件数が増加した。 

イ 日本弁護士連合会においては，各経済団体等の協力を得るなどして，弁

護士の採用に関する企業向け情報提供会・情報交換会を開催したほか，司

法修習予定者等を対象とした企業への就職活動ガイダンスを実施し，さら

には，東京三弁護士会による司法試験合格者を対象とした就職合同説明会

を実施し，いずれも相当数の参加者・参加企業を得た。 

これらの取組を通じ，企業による法曹有資格者の具体的な活用に結び

ついた例も分科会で紹介された。 

ウ  法曹有資格者の能力の涵養については，一部の法科大学院において企業

法務等に関する科目の開設や継続教育の取組が実施されている。また，日

本弁護士連合会においても弁護士を対象とする研修・セミナーなどを開催

した。 

法務省においては，法曹有資格者がそのキャリアの早い段階から，企

業の分野を活躍の場として認識する機会を得ることが重要であるとの観

点から，最高裁判所とも連携の上，各経済団体の協力も得て，企業を対

象として，司法修習（選択型実務修習）の受入先の拡大に向けた取組を

行い，これまでに複数の企業が司法修習生の受入れを表明したところで

ある。 

(2) 以上のような取組の成果等もあり，企業内弁護士の数は増加傾向にあ 

り，日本組織内弁護士協会の統計によると，平成 26 年６月には 619 社に 

おいて 1179 名となっており，平成 25 年の同時期と比較して 200 名以上 

増加している。 

 

２ 法曹有資格者の活動領域の更なる拡大に当たっての課題 

  このような取組の現状や成果を踏まえ，企業の分野における法曹有資格者の

活動領域を一層拡大させるために，以下の課題について検討・対応が必要であ

る。 

(1) 前記のような企業や法曹有資格者への情報提供の取組の効果などもあっ

て，企業内弁護士の数は増加を続けており，法曹有資格者を活用することの

利点は，企業にも相当程度共有されているといえる。もっとも，実際に企業

内弁護士を採用する企業は，大都市圏の大企業が中心となっているのが現状
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であり，企業規模的にも地域的にも，更なる採用の広がりの余地が残ってい

る。 

(2) 企業内で勤務する法曹有資格者が担当する業務は，法務に関連するもの

が中心となっているのが現状である。しかし，法曹有資格者が，企業にお

いて求められる素養や能力を養成段階や継続教育等で身に付け，企業内に

おいて更に経験を積み重ねることなどを通じ，その法的な専門性を生かし

て経営戦略の構築などに関与することができるようになれば，企業におけ

る法曹有資格者の活躍の場面は，更に広がることが期待できる。 

 

３ 今後取り組むべき施策等 

前記のようなこれまでの取組及びその成果並びに課題を踏まえると，企業の

分野で法曹有資格者の活用を更に拡大するためには，以下のような取組を更に

進めることが求められる。 

○  日本弁護士連合会は，経済団体等と協力し，企業内弁護士を活用すること

の有用性や具体的な実績等について，前記１のような形での企業への情報提

供並びに企業間及び企業・弁護士間の情報共有の取組を全国各地に広げてい

く。また，各地の弁護士会においても同様の取組を進めることが期待される。 

○  日本弁護士連合会は，企業内弁護士の実情に配慮した会内の環境整備につ

いて，引き続き検討を進める。これに併せて，各地の弁護士会においても同

様の取組が進むことが期待される。 

○  日本弁護士連合会は，日本組織内弁護士協会や経済団体と協力して，その

採用の形態を含めた企業における弁護士等の活用の実態や，キャリアパスに

関する情報を調査した上，各種の媒体を通じて，法科大学院を始めとする法

曹養成を担う機関及び法曹有資格者との間で共有を図る。 

○  日本弁護士連合会は，企業のニーズに応じた実践的な研修の強化を図る。

また，法科大学院において，企業法務に関する科目の設置，企業におけるエ

クスターンシップ，法曹有資格者の就職に関する企業との連携などに取り組

むことが期待される。 

○  最高裁判所においては，法務省の協力を得て，企業における司法修習（選

択型実務修習）の充実に向けて，必要な取組を継続することが期待される。 

○ 法務省は，日本弁護士連合会，経済団体等の協力を得て，これまでの実績

や前記のような取組を通じて明らかとなった，法曹有資格者の専門性の活用

の在り方に関する有益な情報が企業等の間で共有され，この分野における法

曹有資格者の活用に向けた動きが定着するよう，必要な連絡協議等の環境を

整備する。 
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海外展開の分野 

１ これまでの取組及び成果について 

  海外展開の分野における法曹有資格者の活動領域の拡大に関しては，これま

で，以下のような取組が進められてきた。 

(1) 法務省では，平成 26 年度から，日本企業の進出が期待される東南アジア 

の国々において，現地の法執行の状況や，現地に進出した日本企業等や海 

外在留邦人が直面する法的ニーズにつき，弁護士に委託して調査を実施し 

てきた。 

(2) 日本弁護士連合会は，日本貿易振興機構（ジェトロ）等の関係機関との

連携の下，各地の弁護士会の協力を得て，海外展開に取り組む中小企業に

対し，渉外法律業務に通じた日本の弁護士による法的支援を提供する取組

（日弁連中小企業海外展開支援弁護士紹介制度）を行ってきたところ，こ

れまでに 100 件を超える支援の申込みがあり，海外展開する中小企業に法

的支援のニーズが一定程度あることが明らかとなった。 

日本弁護士連合会では，このほかにも，関係省庁等と連携した中小企業

等支援の取組や，渉外対応力のある弁護士の育成支援等の取組を進めてき

た。 

(3) 外務省は，日本企業の活動を法的側面から支援する体制を強化するため

の方策を検討し，現地の法令，法制度等についての調査・情報提供や法的

問題に関する日本企業へのアドバイス等の業務を日本の弁護士に委託する

取組を平成 27 年度から実施することとした。 

(4) 一部の法科大学院等においては，学生のみならず弁護士をも対象とした，

法律英語や国際紛争解決手続等に関するカリキュラムの策定・開講が進め

られている。 

 

２ 法曹有資格者の活動領域の更なる拡大に当たっての課題 

  このような取組の現状や成果を踏まえ，今後，法曹有資格者の海外展開を一

層進展させるために，以下の課題について検討・対応が必要である。 

(1) 新興国市場への進出は，政府における「成長戦略」の一環と位置付けら

れており，中小企業がこれらの国に海外展開する機会も増加しているもの

の，多くの中小企業は，海外展開に関する経験が必ずしも豊富ではなく，

また，海外展開に当たって直面する法的リスクに関する情報に接する機会

も多くない。したがって，多くの中小企業では，海外展開の際に日本の法

曹有資格者を活用する利点や，国際的な分野に明るい法曹有資格者へのア

クセスの方法に関する知見が乏しい。 

(2) 海外に在留する邦人を法的に保護するという観点からは，現地で邦人保

護を担う領事機関との連携，現地の弁護士・関係機関との関係構築等が必

要であるが，これらの取組は緒に就いたばかりである。 

(3) 法曹有資格者が国際的な分野の職務に従事するためには，語学，交渉能

力，外国の法制度やその運用等に関する知識などを身に付ける機会が必要

であるが，そのような機会の確保を更に進める必要がある。 
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３ 今後取り組むべき施策等 

  前記のようなこれまでの取組及び成果並びに課題を踏まえると，海外展開の

分野で弁護士を始めとする法曹有資格者の活用を一層拡大するためには，既存

の取組を引き続き継続することに加えて，以下のような取組を更に進めること

が有用である。 

○ 日本弁護士連合会と関係機関等が相互に協力し，特に中小企業等の海外展

開の際に直面することが想定されるリスクやこれに対する日本の弁護士の

具体的な貢献の在り方といった有益な情報について，具体的事例を集積し整

理した上で，そこから得られる知見や典型例を共有し，海外展開を予定する

企業等に情報提供していく。 

○ 日本弁護士連合会は，関係機関と協力して，日本の企業等の海外展開支援

を始めとする，国際的な法律業務に通じた弁護士へのアクセス改善のため

に，身近にいる弁護士や関係機関を窓口として，様々な国際的な法務の分野

に対応能力のある弁護士に容易にアクセスできる仕組みを構築することを

検討する。 

○ 法科大学院においては，法律英語に関する講座や，国際的なビジネス法務

に関する講座等，国際的な能力を涵養するためのプログラムの提供に取り組

むことが期待される。 

○ 法務省は，内閣官房に設置され，法務省も構成員となっている「国際法務

に係る日本企業支援等に関する関係省庁等連絡会議」の下で，日本の弁護士

と領事機関及び現地の弁護士との連携構築並びに日本の弁護士への海外か

らのアクセス改善等，日本企業や在留邦人が海外において直面する法的側面

を含む各種問題への対応支援に向けた関係機関の取組に必要な協力を行う。 
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